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１．事業の概要

長野県

群馬県

山梨県

埼玉県

神奈川県

茨城県

千葉県

栃木県

一般国道２９８号
東京外かく環状道路
（千葉県区間）④

東京都

：再評価

①事業採択後、３年以上経過した時点で未着工
②事業採択後、５年以上を経過した時点で継続中の事業
③準備・計画段階で、３年間が経過している事業

④再評価実施後、３年間が経過している事業
⑤社会経済情勢の変化等により再評価の実施の必要が生じた事業
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（１）－１ 事業の目的と概要(位置図)



１．事業の概要
（１）－２ 事業の目的と概要（首都圏３環状道路の概要）

○首都高速中央環状線（中央環状線）

◆都心から半径約８ｋｍ、延長約４７ｋｍ

○東京外かく環状道路（外環道）

◆都心から半径約１５ｋｍ、延長約８５ｋｍ

○首都圏中央連絡自動車道(圏央道)

◆都心から半径約４０～６０ｋｍ
延長約３００ｋｍ

環状道路（供用中）

環状道路（未供用）

環状道路（調査中）

その他の高速道路

主な一般道路

・首都圏３環状道路は、都心部の慢性的な交通渋滞の緩和及び環境改善への寄与等を図り、さらに、我が国の
経済活動の中枢にあたる首都圏の経済活動とくらしを支える社会資本として、重要な役割を果たす道路。

※再評価対象：一般国道２９８号（千葉県区間）
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１．事業の概要

・周辺道路の交通混雑の緩和
・生活道路への流入交通の排除 等
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市川市高谷
いちかわし こうや

松戸市小山
まつどし こやま

※東京外かく環状道路（千葉県区間）のIC・JCT名は仮称

区 間 ： 自）千葉県松戸市小山

至）千葉県市川市高谷

計 画 延 長 ： 12.1km
幅 員 ： 60.0m
道 路 規 格 ： 第4種第1級
設 計 速 度 ： 60ｋｍ/h
車 線 数 ： 4車線
計画交通量 ： 31,600～45,600台/日
事 業 化 ： 昭和45年度
事 業 費 ： 約5,635億円

ちばけん まつど し こやま

ちばけん いちかわ し こうや

（１）－３ 事業の目的と概要（一般国道２９８号 東京外かく環状道路(千葉県区間)）

1.0
ｋｍ

3.0
ｋｍ

12.1
ｋｍ

標準横断図

位 置 図

市川南IC

京葉JCT

高谷JCT

高谷IC

市川北IC

松戸IC

凡 例

計画交通量

神奈川県

東京都

埼玉県

千葉県

神奈川県

東京都

埼玉県

千葉県

東京外かく
環状道路

千葉県区間
※再評価対象：一般国道２９８号

概 要

目 的

再評価対象区間 再評価対象区間

45,600

31,600

計画交通量（台／日）

一般国道２９８号：地域間交通、地先交通を対象とした道路
専用部：比較的トリップの長い交通を対象とした道路 3

一般国道２９８号

専用部

一般国道２９８号



１．事業の概要

平面図

昭和４４年５月 都市計画決定

昭和４５年度 事業化

昭和４５年度 用地着手

昭和５３年度 工事着手

平成８年１２月 都市計画変更（堀割構造への変更）

平成１７年３月 都県境～一般国道6号の一般部が4車線化開通

（延長約0.7km）

平成２０年３月 一般国道６号～（主）市川松戸線の一般部が暫定
２車線で開通（延長約1.0km）

平成２１年 ８月 一般国道357号～（主）市川浦安線の一般部が暫定２車線で
開通（延長約3.0km）

平成２１年１２月 市川市国分地区で歩道等の一部開通（平成22年３、４月延伸）

平成２２年１２月 事業認定告示

平成２３年１１月 ～ 平成２４年 ８月 裁決申請

平成２４年 ９月 ～ 平成２５年 ６月 裁 決

平成２６年度 用地（本線部）完了

・引き続き工事を実施中

凡 例

計画交通量

開通区間 開通区間

S56.7開通(2/4車線)
H17.3開通(4/4車線)
延長約0.7km

H20.3開通(2/4車線)
延長約1.0km

一般国道298号 東京外かく環状道路（千葉県区間）
再評価対象区間（延長12.1km）

開通区間

H21.8開通(2/4車線)
延長約3.0km

松
戸
市
小
山

ま
つ
ど
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こ
や
ま
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川
市
高
谷

い
ち
か
わ
し
こ
う
や

（１）－４ 事業の目的と概要（事業の経緯）

縦断図

市川南IC 京葉JCT

高谷JCT
高谷IC

市川北IC

松戸IC

45,600

31,600

計画交通量（台／日）
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※東京外かく環状道路（千葉県区間）のIC・JCT名は仮称

こくぶん



１．事業の概要

国分小

（１）－５ 事業の目的と概要（東京外かく環状道路（千葉県区間）の周辺状況）

平成28年2月撮影②市川市国分付近 ③高谷JCT付近①松戸市中矢切付近

住宅密集地

住宅密集地

住宅密集地

工場・物流施設

物流施設

5

・一般国道298号東京外かく環状道路（千葉県区間）（以下「再評価対象区間」という）は、東京都と千葉県の都県境付
近に位置し、市川市と松戸市を南北に貫いており、周辺には住宅、商業、工業地域が立地。

なかやきり

市川市

京葉JCT

高谷JCT
高谷IC

開通区間 開通区間
S56.7開通(2/4車線)
H17.3開通(4/4車線)
延長約0.7km

H20.3開通(2/4車線)
延長約1.0km

一般国道298号 東京外かく環状道路（千葉県区間）

再評価対象区間（延長12.1km） 開通区間

H21.8開通(2/4車線)
延長約3.0km

6

14

357

江戸川区
葛飾区

松戸市

市
川
市
高
谷

い
ち
か
わ
し
こ
う
や

市川北IC

松戸IC

松
戸
市
小
山

ま
つ
ど
し

こ
や
ま

市川南IC

※千葉外環のIC・JCT名は仮称



１．事業の概要

・市川市、松戸市の南北方向の県道では、いたるところで渋滞による損失時間が発生している。

・再評価対象区間の整備により交通の転換が図られ、周辺県道の交通混雑の緩和が見込まれる。

主な渋滞発生状況 （再評価対象区間の県道）

資料：プローブデータ(H26)

写真 (主)市川柏線(京成本八幡駅前付近)の状況

平成28年9月撮影

（２）－１ 事業の必要性（周辺道路の渋滞状況）

千葉県平均：38

至 松戸

資料：プローブデータ（H26）
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298

再評価対象区間

路線別１ｋｍあたりの損失時間
（再評価対象区間周辺の県道）

（千人時間/年・km）

凡例

：～50

：50～100

：100～200

：200～

（単位：千人時間/年・km）

葛飾区

松戸市

全国平均の約６倍
千葉県平均の約４倍

一般国道298号 東京外かく環状道路（千葉県区間）延長12.1km

全国平均：26

もとやわた



１．事業の概要

移動所要時間の変化 （再評価対象区間周辺／開通後は試算値）

（２）－２ 事業の必要性（地域間の連絡強化）

※ 所要時間の算出は、整備前は平成22年道路交通センサスの混雑時平均旅行速度。
※ 整備区間は、規制速度60km/時で算出。

・再評価対象区間の整備により、例えば、内陸の北松戸工業団地と船橋中央ふ頭間における所要時間の短縮

が図られるなど、地域間の連絡強化が期待される。

7

船橋中央ふ頭

市川市街
（市川市役所）

流山市
柏市

我孫子市

松戸市

凡例

物流施設竣工年

平成7年以前

平成8年～平成17年

平成17年～平成27年

平成28年以降

大規模工場

工業団地

工業団地
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ｋｍ

松戸市街
（松戸市役所）

再評価対象区間周辺図

市川市

北松戸工業団地

0

50

100

開通前 開通後

松戸市役所⇔市川市役所

【開通前の経路】

松戸市道
：

一般国道６号
：

（主）市川松戸線
：

一般国道１４号

【開通後の経路】

松戸市道
：

一般国道６号
：

一般国道２９８号
：

一般国道１４号

（分）

約17分短縮

《松戸市役所⇔市川市役所》

約３５分 約１８分

0

50

100

整備前 整備後

稔台工業団地⇔ 船橋中央ふ頭

開通前 開通後

約20分短縮

《北松戸工業団地⇔船橋中央ふ頭》

約５５分 約３５分

（分）

【開通前の経路】

松戸市道
：

一般国道６号
：

（一）松戸原木線
：

市川市道
：

一般国道３５７号
：

市川／船橋市道

【開通後の経路】

松戸市道
：

一般国道６号
：

一般国道２９８号
：

一般国道３５７号
：

市川／船橋市道



１．事業の概要

・再評価対象区間周辺の県道※の死傷事故率は、千葉県内の国道・県道平均（58.5件/億台・km）の約３倍

（200件/億台・km）以上にあたる区間が多数存在している。

・再評価対象区間の整備により交通の転換が図られ、周辺道路における交通混雑の緩和とともに、交通事故の

減少が期待される。

県道における事故発生状況 （再評価対象区間周辺）

資料：交通事故データ（H23-H26）

～ 50件/億台・km
50 ～ 100件/億台・km
100 ～ 200件/億台・km
200 ～ 件/億台・km

【死傷事故率】
再評価対象区間

一般国道298号 東京外かく環状道路（千葉県区間）延長12.1km
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（２）－３ 事業の必要性（周辺道路の事故発生状況）

※周辺の県道とは、（主）市川松戸線、（主）市川柏線、（主）船橋松戸線、（主）市川浦安線、（一）松戸原木線、（一）高塚新田市川線を示す

市川市

松戸市

8
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駅
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写真② （主）船橋印西線

写真① （主）市川松戸線の状況

①

平成28年10月撮影

平成28年10月撮影

ふなばしいんざい



２．事業の進捗状況

工事

用 地

2/4車線

4/4車線

工事

用 地

2/4車線

4/4車線

前回
評価時
平成25年度

今回
評価時
平成28年度

用地
取得率
約99%

用地
取得率
100%

・本線部の用地取得率は１００％（平成28年3月末現在）であり、国道２９８号、高速道路ともに平成２９年度の開通に向
け、工事推進中。

再評価対象区間の整備状況

写真②：市川市田尻地区の状況

工事未着手
用地未着手

工事中
用地取得中

工事完成済
用地取得済

（１） 事業の進捗状況

写真③：市川市高谷地区状況

写真①：市川市北国分地区の状況

平成28年9月撮影

開通区間 開通区間
S56.7開通(2/4車線)
H17.3開通(4/4車線)
延長約0.7km

H20.3開通(2/4車線)
延長約1.0km

一般国道298号 東京外かく環状道路（千葉県区間）
再評価対象区間（延長12.1km） 開通区間

H21.8開通(2/4車線)
延長約3.0km

※千葉外環のIC・JCT名は仮称

9

平成28年9月撮影

平成28年9月撮影

≪施工状況写真≫



２．事業の進捗状況

■前回評価時（平成２５年度）

■今回評価時（平成２８年度）

松戸市三矢小台地区 市川市田尻地区松戸市矢切地区

10

（２） 前回再評価からの進捗状況

・掘割構造となっている高速道路部を構築した区間から、順次、地上部の改良工事（舗装、電線共同溝、遮音壁、歩道
橋等）に着手。

撮影：Ｈ２８．９ 撮影：Ｈ２８．９撮影：Ｈ２８．９

や きり み や こ だい た じり



２．事業の進捗状況

・再評価対象区間には、２９橋の横断歩道橋を整備する予定。

・地元の方々に親しみをもって横断歩道橋を利用して頂くため、通学路となる歩道橋（１４橋）のうち、９橋を対象に地元
小学生が歩道橋の名称を命名。

（３） 地域連携に対する取り組み

11
《矢切っ子歩道橋全景（松戸市下矢切）》

各小学校の児童から９８０件の募集を頂き、名称が決定。横断歩道橋（９橋）の名称

①

【写真①】
や ぎ り っ こ

《▲千葉日報 平成28年2月18日付掲載》

平成28年10月撮影



（４）－１ 付帯意見（平成26年1月）

12

２．事業の進捗状況

・平成26年1月の事業評価監視委員会において付された付帯意見を踏まえ、「環境保全対策」、「周辺交通へ与える影
響に対する対策」、「供用に向けた工事の実施」について、取り組みを行った。

■付帯意見

H26.1 事業評価監視委員会



（４）－２ 前回委員会の付帯意見への対応（①引き続き環境保全対策には十分に配慮すること）

工事中における環境保全対策

２．事業の進捗状況

・工事中における地域への環境影響を確認するため、「騒音」、「振動」、「地下水位」、「地下水質」について、月１回の環
境監視を実施している。

・調査結果については、地域の皆様に確認頂けるよう工事現場周辺の掲示板にて公表している。

●地下水位の測定

●騒音・振動の測定

●地下水質の測定

●地域への情報提供(掲示板)

■騒音調査方法
・「普通騒音計」によりマイクロホンを
地上高1.2ｍに設置し測定

■振動調査方法
・振動：「振動レベル計」によりピック
アップを固い地表面に設置し測定

■調査時間帯
・対象工事（事前の予測により設定）
の実施時間帯

■水質調査方法
・観測井内に貯留した水を採
水し、分析

■水位調査方法
・観測井内の天端から地下水面ま
での距離を測定

《測定状況（騒音・振動）》

《測定状況（地下水位）》 《測定状況（地下水質）》

■公表方法
・調査結果を、工事現場
周辺の掲示板に貼り出
して公表

《公表状況（掲示板）》

調査項目 調査回数
箇所数

(H28.9調査）

騒音・振動調査 月１回
※対象工事期間中のみ

４８箇所

地下水位 月１回 １３８箇所

地下水質 月１回 １０３箇所

13
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２．事業の進捗状況

・開通後の環境影響を把握するため、地元の意見を踏まえながら千葉県、松戸市、市川市とも協議を進め、平成28年8
月に「環境監視計画」を策定した。

・開通後においても、交通量、大気質、騒音、振動、地下水位の５項目についてモニタリング調査を実施する予定。

（松戸市中矢切地先） H28.5撮影

（常時観測）

（四季観測）

（年１回調査）

（千葉外環供用後１回調査）地下水位

千葉外環供用１年目 千葉外環供用２年目 千葉外環供用３年目

大気質

騒音、振動、交通量

環境監視計画の策定

調査の実施、データ収集・整理

環境監視結果の評価

対策の検討・実施 ※評価結果に応じて

環境監視計画の見直し ※評価結果に応じて

環境監視結果等の公表

・実施計画

【参考写真】遮音壁設置状況

（４）－２ 前回委員会の付帯意見への対応（①引き続き環境保全対策には十分に配慮すること）

・実施手順
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（４）－３ 前回委員会の付帯意見への対応（②引き続き周辺交通へ与える影響に対する対策に十分に努めること）

２．事業の進捗状況

・事業地内には「工事用仮設橋」
を設置し、周辺交通への阻害を
回避

・周辺交通への影響に配慮し、事業地内に工事用道路を設置することで、沿線における工事関係車両の通行を制限し
ている。また、工事用道路の設置にあたっては、完成した専用部構造（掘割）内を出来る限り活用している。

・工事用道路と一般道路との交差部については、工事用仮設橋の設置やガードマンによる安全確保を実施することで、
工事車両が周辺交通に与える影響を最大限回避している。

・専用部構造（掘割）施工中
は、地上部（事業用地内）に
工事用道路を設置

・専用部構造（掘割）完成後は、
掘割内を工事用道路として利用

工事用道路（地上部）

工事用道路（掘割内）

事業地内への工事用道路設置による周辺交通への配慮

専用部構造（掘割）

工事用仮設橋の設置やガードマンによる安全確保

工事用仮設橋

・工事車両出入口にガー
ドマンを配置し、一般交
通（歩行者、車両）を最
優先に誘導

ガードマン ガードマン

●工事用道路（地上部）

●工事用道路（掘割内）

●工事用仮設橋

●ガードマンによる安全確保（一般道との交差部）
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（４）－４ 前回委員会の付帯意見への対応（③供用の遅延が生じないよう出来る限り努力すること）

２．事業の進捗状況

・工程会議を定期的に実施し、工事に遅延が生じないよう工程管理を徹底している。また、現場における安全対
策を実施している。

工程管理の徹底 安全対策の実施

工事の工程会議を定期的に実施し、工程管理を徹底。 現場内の安全パトロールや工事車両出入口における
一般通行への安全対策を実施。

■工事現場における安全対策

・工事中における事故を抑止するため、日常の現場パト
ロールとは別に、事務所による工事安全パトロールを実
施し、事故防止に努めている。

■工事工程会議の実施

・事務所では月１回、出張所（現場監督）では週１回の
工事工程会議を実施。

《工程会議の様子（出張所⇔施工業者）》

《現場パトロールの状況》 《現場詰所での会議状況》



３．事業の評価

■総便益（Ｂ）
道路事業に関わる便益は、平成42年度の交通量を整備の有無それぞれにつ
いて推計し、「費用便益分析マニュアル」に基づき３便益を計上した。
【３便益：走行時間短縮便益、走行経費減少便益、交通事故減少便益】

■総費用（Ｃ）
当該事業に関わる建設費と維持管理費を計上した。

（１） 計算条件

・基準年次 ：平成25年度

・開通開始年次 ：平成30年度

・分析対象期間 ：開通後50年間

・基礎データ ：平成17年度道路交通ｾﾝｻｽ

・交通量の推計時点 ：平成42年度

・計画交通量 ：31,600～45,600(台/日)

・事業費 ：約5,635億円

・総便益（Ｂ） ：約9,728億円(25,365億円※)

・総費用（Ｃ） ：約7,909億円(  5,644億円※)

・費用便益比（Ｂ／Ｃ） ：１．２
※基準年次における現在価値化前を示す。
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注：費用対効果分析に係る項目は平成25年度評価時点



３．事業の評価

便益(Ｂ)

走行時間
短縮便益

走行経費
減少便益

交通事故
減少便益

総便益 費用便益比

（Ｂ／Ｃ）
8,987億円 657億円 85億円 9,728億円

費用(Ｃ)
事業費 維持管理費 総費用

１．２
7,822億円 87億円 7,909億円

便益(Ｂ)

走行時間

短縮便益

走行経費

減少便益

交通事故

減少便益
総便益 費用便益比

（Ｂ／Ｃ）
6,271億円 553億円 80億円 6,904億円

費用(Ｃ)
事業費 維持管理費 総費用

９．０
697億円 74億円 771億円

（２） 事業全体

（３） 残事業
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注１）便益・費用については、平成27年を基準年とし、社会的割引率を4％として現在価値化した値である。

注2）費用及び便益額は整数止めとする。

注3）費用及び便益の合計額は、表示桁数の関係で計算値と一致しないことがある。

注4）便益の算定については、「将来交通需要推計手法の改善について【中間とりまとめ】」に示された第二段階の改善を反映している。

基準年：平成25年度

注：費用対効果分析に係る項目は平成25年度評価時点



３．事業の評価
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チェック欄

■

■

■

■

■

■

　　 ■

前回評価で費用対効果分析を実施している ■

費用対効果分析実施判定票

※各事業において全ての項目に該当する場合には、費用対効果分析を実施しないことができる。

項　　目
判　定

判断根拠

（ア）前回評価時において実施した費用対効果分析の要因に変化が見られない場合

事業目的

・事業目的に変更がない 事業目的に変更はない

外的要因

・事業を巡る社会経済情勢の変化がない
判断根拠例[地元情勢等の変化がない]

地元情勢等の変化が無い

内的要因＜費用便益分析関係＞
※ただし、有識者等の意見に基づいて、感度分析の変動幅が別に設定されている場合には、その値を使用することができる。
注）なお、下記2.～4.について、各項目が目安の範囲内であっても、複数の要因の変化によって、基準値を下回ることが想定される場合には、費用対効果分析を実施する。

１．費用便益分析マニュアルの変更がない
判断根拠例[Ｂ／Ｃの算定方法に変更がない]

B/Cの算定方法に変更が無い

２．需要量等の変更がない

判断根拠例[需要量等の減少が１０％※以内]

前回評価時の便益算定エリアにおける発生集中交通量12,080,418 T.E/日に対し、
12,080,418 T.E/日（第二段階）であり、需要量の減少が0％である。

３．事業費の変化

判断根拠例[事 業 費の増加が１０％※以内]
現時点では、事業費を変える必要はない。

以上より、費用対効果分析を実施しないものとする。

４．事業展開の変化

判断根拠例[事業期間の延長が１０％※以内]
前回評価時の事業期間48年（S45～H29）に対し、6.3％（3年）の延長であり、10%以内である。

（イ）費用対効果分析を実施することが効率的でないと判断できる場合

・事業規模に比して費用対効果分析に要する費用が大きい
判断根拠例[直近３カ年の事業費の平均に対する分析費用１％以
上]
または、前回評価時の感度分析における下位ケース値が基準値を上回っ
ている。

前回評価時における下位ケース値が基準値を上回っている
H25年度実施の下位値

〔事業全体〕　　　　　　　　　　　　　　　〔残事業〕
・交通量（-10％）　B/C＝1.2　　　　・交通量（-10％）　B/C＝8.6
・事業費（+10％）　B/C＝1.2　　　　・事業費（+10％）　B/C＝8.2
・事業期間（+20％）　B/C＝1.2　　　・事業期間（+20％）　B/C＝8.6



４．事業の見込み等

・本線部の用地取得率は、100％（平成28年3月末現在）。

・現在、改良工事、歩道橋、遮音壁工事等を進めており、平成29年度に全線開通予定。

・開通後は、環境モニタリング調査、埋蔵文化財調査の資料整理等を平成32年度まで実施するため、事業期間は３年
延伸。（Ｈ２９年度→Ｈ３２年度）

（２） 事業の計画から完成までの流れ（千葉外環（一般部））

※完成年度は、費用便益費算定上設定した年次である。
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（１） 事業進捗の見込みの視点

前回再評価 今回再評価

S44 S45 S48 S53 H8 H9 H10 H13 H14 H16 H17 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32

都市計画決定・変更 当初 変更

事業化 事業化

設計・用地説明会
事業
計画

設計、
用地

設計、
用地

環境、
一般部

用地取得
取得
開始

88% 92% 95% 97% 98% 99% 99% 99% 完了

事業認定・収用手続
認定
申請

公聴会
認定
告示

裁決
申請

収用
裁決

収用
裁決

埋蔵文化財調査
調査
開始

完了

都県境
　　～国道６号

工事
着手

完了

国道６号
　　～（主）市川松戸線

工事
着手

完了

（主）市川松戸線
　　～（一）高塚新田市川線

工事
着手

完了

（一）高塚新田市川線
　　～（主）市川浦安線

工事
着手

完了

（主）市川浦安線
　　～国道３５７号

工事
着手

完了

環境モニタリング等
　　　　（今回）

完了

供
用
開
始

年度

工

事

３年延伸



５．関連自治体等の意見

（１） 千葉県からの意見
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・千葉県知事の意見 ：

外環道は、都心部から伸びる放射道路を相互に連絡し首都圏全体の道路ネットワークを形成する重要な道路
である。

特に、本県においては、県全体に多大な効果をもたらすとともに、県北西部の慢性的な交通混雑の緩和や沿
道環境の改善に資する道路である。

引き続き、環境保全に十分配慮し、開通目標の平成２９年度中に確実に開通するよう、事業の推進を図られ
たい。



６．今後の対応方針（原案）

（１） 事業の必要性等に関する視点

（２） 事業進捗の見込みの視点

・市川市、松戸市の南北方向の県道では、いたるところで渋滞による損失時間が発生している。

・再評価対象区間の整備により、例えば、内陸の北松戸工業団地と船橋中央ふ頭間における所要時間の短縮

が図られるなど、地域間の連絡強化が期待される。

・再評価対象区間周辺の県道※の死傷事故率は、千葉県内の国道・県道平均（58.5件/億台・km）の約３倍

(200件/億台・km)以上にあたる区間が多数存在している。

・再評価対象区間の整備により交通の転換が図られ、周辺道路における交通混雑の緩和とともに、交通事故

の減少が期待される。
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・事業継続

・当該事業は、交通混雑の緩和、交通安全性の向上、地域活性化等の観点から事業の必要性・重要性は高く、
早期の効果発現を図ることが適切である。

（３） 対応方針（原案）

・本線部の用地取得率は100％（平成28年3月末現在）であり、平成29年度の開通に向け、工事推進中。

・開通後は、環境モニタリング調査、埋蔵文化財調査の資料整理等を平成32年度まで実施するため、事業期

間は３年延伸。（Ｈ２９年度→Ｈ３２年度）


